
※小規模な場合、特定小規模施設用自動火災報知
設備（無線式）の設置が可能（連動型住宅用　
　火災警報器は不可）。 
※ただし、一般住宅扱いとなる場合でも住宅用火災警
　報器の設置が必要。

●消防法上の取扱いについて不明な場合は設備購入前に、お近くの消防機関　
　にご相談ください。 

民泊をご検討の皆様! 
火災警報器の購入間違いに注意！ 

 消防法上宿泊施設扱いとなる民泊には
  自動火災報知設備の設置が必要です。 

●民泊に関する消防法令を知りたい方 
　消防庁作成のﾘｰﾌﾚｯﾄを参照ください。 
　「民泊における消防法令上の取り扱い等について」 

●特定小規模施設用自動火災報知設備（無線式）の購入先について 
　火災報知機工業会の一覧表を参照ください。 「販売店一覧表」 

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/fieldList4_19/pdf/minpaku_leaf_horei.pdf 

http://www.kaho.or.jp/content/files/vendor-list.pdf 

＜販売店一覧表のイメージ＞
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